
平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

 

財
政
課
長

184,847
(184,847)

要
求

192,333
(192,333)

要求と査定過程

総務部

広報広聴課

　広報効果等を検討し新聞広告の掲載数とテレビ特別番組
の本数及びその単価を精査しました。

185,399
(185,399)

　県民との対話に基づいた県政を推進するため、県政
の動きを広く県民に伝える広報活動を実施する。

　広報紙編集等委託料　35,424千円
　・委託先：編集等 デザイン会社、配布 市町村

　新聞広告制作委託料　1,329千円
　・委託先：広告代理店等

　番組制作放送委託料　71,438千円
　・委託先：県内民放テレビ・ラジオ放送局

　県ポータルサイト運用保守等委託料　3,565千円
　・委託先：未定
　
　インターネット動画配信事業委託料　6,755千円
　・委託先：未定

　アルバム作成委託料　294千円
　・委託先：未定

　事務費　66,042千円
　・需用費、役務費等

184,847
(184,847)

広報活動費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

622,321
(62,321)

財
政
課
長

[保留]
[622,321]

[(62,321)]

要
求

822,610
(88,610)

総
務
部
長

財
政
課
長

1,515
(1,515)

要
求

1,515
(1,515)

総
務
部
長

2,317
(2,317)

財
政
課
長

[保留]
[2,317]

[(2,317)]

要
求

7,397
(7,397)

2,317
(2,317)

　東南海・南海地震対策として文部科学省が室戸半島
沖に設置予定の地震・津波観測システム（DONETⅡ）
の機器を設置するための陸上局舎整備事業を支援す
る。

　地震・津波観測監視システム陸上局
　整備事業費補助金　　　　　　　2,100千円
　・補助対象事業：陸上局舎整備設計に係る経費
　・事業主体：室戸市
　・補助率：定額
　・補助期間：平成24年度（平成25年度：工事）

　事務費                     　　 217千円
　・旅費

危機管理部

南海地震対策課

　整備事業に係る基本構想の策定に要する経費について精
査し、当該経費については別制度の補助金等にて対応する
こととしました。

新規 地震・津波観測監視シ
ステム陸上局整備事業
費

1,515
(1,515)

　南海地震対策の普及・啓発を目的に、自主防災組織
等を対象とした地域での防災学習会や津波避難計画の
策定にあたり、専門家（大学教授や県職ＯＢ）を派遣
し、現地の状況を踏まえ、これまでの経験を活かし、
きめ細かくアドバイスして住民の不安を和らげる。

　事務費　1,515千円
  ・報償費

危機管理部

南海地震対策課

　要求どおり。新規 地域防災活動支援事業
費

　無線システム本体については要求どおり予算計上しまし
た。また可搬局の整備数について精査し、現在整備してい
る可搬局を更新することとしました。

要求と査定過程

拡充 衛星系防災行政無線シ
ステム県庁地球局更新
等事業費

24,017
(3,017)

622,321
(62,321)

　災害時における県と関係機関との通信手段の多重
化、多様化を図り、より確実な連絡体制を確立するた
め、老朽化した衛星系防災行政無線システム県庁地球
局のデジタル化更新工事等を行う。

　工事請負費　622,321千円

危機管理部

危機管理・防災
課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[163,067]

[(163,067)]

財
政
課
長

[保留]
[163,067]

[(163,067)]

要
求

163,826
(163,826)

総
務
部
長

[保留]
[10,290]
(10,290)

財
政
課
長

[保留]
[10,290]

[(10,290)]

要
求

10,290
(10,290)

総
務
部
長

財
政
課
長

13,409
(13,409)

要
求

23,628
(23,628)

危機管理部

南海地震対策課

　工事費の積算内容について精査しました。新規 災害対策用対空表示整
備事業費

13,409
(13,409)

　応急救助機関による支援活動等の迅速化を図るた
め、県有施設のうち、東南海・南海地震応急対策活動
要領（中央防災会議：平成19年度）に位置づけられた
施設（６箇所）及び応急活動の拠点となる土木事務所
（11箇所）の施設屋上に施設名を表示する。

　工事請負費　13,409千円
　・工事内容：施設屋上への対空表示
　・契約方法：指名競争入札

10,290
(10,290)

　災害時に拠点となる総合防災拠点の基本構想を行
う。

　総合防災拠点基本構想策定委託料　10,290千円
　・委託内容：県下の活動拠点を整理し、
　　　　　　　総合防災拠点の基本構想を策定
　　　　　　　する。
　・委託方法：指名競争入札

危機管理部

南海地震対策課

　要求どおり。新規 総合防災拠点基本構想
策定委託料

163,067
(163,067)

　南海地震対策を効果的かつ効率的に実施するため、
地震・津波による人的・物的被害の想定や津波浸水シ
ミュレーションを行う。

　津波痕跡調査等委託料　51,416千円
　・委託内容：過去最大の津波痕跡を確認するため、
　　　　　　　津波堆積物調査を実施する。
　・委託方法：一般競争入札

  被害想定調査等委託料 111,510千円
　・委託内容：国の東海・東南海・南海の連動型
　　　　　　　地震の想定見直しを受け、本県に
　　　　　　　おける地震・津波被害想定の見直
　　　　　　　しに加え、津波シミュレーション
　　　　　　　を用いて、津波浸水予測図を作成す
　　　　　　　る。
　・委託方法：一般競争入札

　積算システム委託料　109千円
　・委託内容：委託業務の積算
　・委託先：建設技術公社

　事務費　32千円
　・使用料

危機管理部

南海地震対策課

　事務費を精査しました。新規 南海地震対策被害想定
調査事業費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[290,000]

[(290,000)]

財
政
課
長

[保留]
[290,000]

[(290,000)]

要
求

290,000
(290,000)

総
務
部
長

[保留]
[164,357]

[(164,357)]

財
政
課
長

[保留]
[164,357]

[(164,357)]

要
求

800,000
(800,000)

164,357
(164,357)

　津波避難対策の加速化をめざし、必要な対策を総合
的に推進する。
　
　津波避難対策推進事業費補助金 164,357千円
　・事業主体及び補助先：市町村
　・補助率：2/3以内
　・補助対象：（知る対策）津波避難計画策定支援等
　　　　　　　（伝える対策）情報伝達施設の整備等

危機管理部

南海地震対策課

　ソフト事業である「知る」対策、「伝える」対策につい
ては、要求どおり予算計上し、ハード事業である「避難す
る」対策については、緊急防災・減災事業債を活用した新
しい交付金制度を創設し、平成25年度から２年間限定で対
応する事としました。

拡充 津波避難対策推進事業
費補助金

100,000
(100,000)

290,000
(290,000)

　南海地震などの大規模な災害に備えるため、地域に
おける自主的な防災対策を支援する。
　
　みんなで備える防災総合補助金　290,000千円
　・事業主体及び補助先：市町村等
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：（ソフト）自主防災組織活動支援等
　　　　　　　（ハード）緊急用ヘリコプター
　　　　　　　　　　　　離着陸場整備等

危機管理部

南海地震対策課

　要求どおり。拡充 みんなで備える防災総
合補助金

111,600
(111,600)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過

程
要求に対する査定内容

総
務
部
長

19,707
(10,432)

財
政
課
長

[保留]
[17,961]

[(8,686)]

要
求

17,962
(8,687)

総
務
部
長

[保留]
[5,448]

[(5,448)]

財
政
課
長

[保留]
[5,448]

[(5,448)]

要
求

5,448
(5,448)

総
務
部
長

財
政
課
長

7,265
（7,265)

要
求

7,270
（7,270)

健康政策部
健康長寿政策課

特定健康診査受診促進
事業費補助金

7,236
（7,236)

5,448
(5,448)

健康づくり団体育成支
援事業費

5,799
(5,799)

7,265
（7,265)

　地域の健康づくり団体を育成する市町村を支援する
ことで、官民一体となった受診勧奨の取り組みを促進
する。

　健康づくり団体育成支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,500千円
　・補助先：市町村
　・補助率：定額（事業費のうち20万円以内）、
　　　　　　　1/2以内（事業費のうち20万円を
　　　　　　　超え50万円以内）
　・補助対象：地域の健康づくり団体の育成及
　　　　　　　び活性化に要する経費

　その他事務費　765千円
　・報消費、需用費等

　特定健康診査の受診率向上のため、40～50歳代を対
象に市町村が行う訪問や電話などの受診勧奨や利便性
の向上の取組を支援する。

　特定健康診査受診促進事業費補助金　5,448千円
　・補助先：市町村
　・補助率：①定額、②1/2以内
　・補助対象：①受診勧奨
　　　　　　　②利便性向上に要する経費

健康政策部

健康長寿政策課

拡充 健康増進事業費補助金 13,062
(6,533)

19,707
(10,432)

　県民の健康の増進及び保健の向上のため、市町村が
実施する事業の支援を行う。肝炎ウイルス検査につい
ては、無料化を図り住民が検査を受けやすい環境を整
え肝がんの予防に努める。

　健康増進事業費補助金　19,707千円
　・補助先：市町村、広域連合
　・補助率：①2/3以内、②10/10
　・補助対象：①市町村が実施する健康増進事業
　　　　　　　②市町村が実施する肝炎ウイルス
　　　　　　　　検査の自己負担相当額

健康政策部

健康長寿政策課

　健康対策課から要求のあった肝炎ウイルス検査の無料化
に対する補助を新たに追加しました。

　要求どおり。

　その他事務費について精査しました。

5 / 45 ページ



平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過

程
要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

9,130
(3,363)

要
求

10,213
(4,020)

総
務
部
長

財
政
課
長

13,003
(12,488)

要
求

13,402
(13,306)

総
務
部
長

0

財
政
課
長

[保留]
[89,559]

[(0)]

要
求

89,559
(0)

　東南海・南海地震等の災害発生に備えた広域的な防
災対策を推進するため、広域医療搬送拠点臨時医療施
設（ＳＣＵ）の整備を行う。

　その他事務費
　・備品購入費、需用費
　

地域医療
再生臨時
特例基金

健康政策部

健康長寿政策課

広域医療搬送拠点臨時
医療施設整備事業費

拡充 歯と口の健康づくり事
業費

16,972
(12,815)

新規

拡充 たばこ対策事業費 4,492
(1,118)

9,130
(3,363)

　たばこの健康への影響に関する情報提供や、公共的
な施設の受動喫煙の防止対策の推進、禁煙を希望する
者を支援する人材の育成を図る。

　禁煙・分煙優良施設認定事業委託料　2,927千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

　その他事務費　6,203千円
　・報償費、需用費等

健康政策部

健康長寿政策課

　その他事務費について精査しました。

　危機管理部が平成24年度に策定する総合防災拠点基本構
想との調整が必要なため当初予算への計上は見送りまし
た。

健康政策部

医療政策・医師
確保課

13,003
(12,488)

　保健所ごとに講演会を開催し、フッ素応用の具体的
な実施方法を周知するなどのむし歯・歯肉炎対策を行
うとともに、歯周病に関する知識と予防について、徹
底的な啓発を実施していく。また、「高知県歯と口の
健康づくり推進協議会」を開催し、施策の評価・検討
を行う。

　歯周病予防普及啓発促進事業委託料　8,794千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

　その他事務費　4,209千円
　・報償費、需用費等

　その他事務費について精査しました。
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過

程
要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

2,132,890
(40,463)

要
求

2,543,656
(90,150)

総
務
部
長

財
政
課
長

1,481
(0)

要
求

1,481
(0)

総
務
部
長

[保留]
[1,116,796]

[(0)]

財
政
課
長

[保留]
[1,116,796]

[(0)]

要
求

1,236,308
(0)

拡充 地域医療
再生臨時
特例基金

医療施設
耐震化臨
時特例基
金

1,164,181
(99)

2,132,890
(40,463)

健康政策部

医療政策・医師
確保課

新規 潜在看護職員等復職研
修事業費

1,481
(0)

　大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠
点病院等の医療機関の耐震整備を行い、地震発生時に
おいて適切な医療提供体制の維持を図る。

　医療施設耐震診断等支援事業費補助金 80,727千円
　・補助先：耐震診断、耐震設計を未実施の病院
　・補助率：2/3以内
　
　医療施設耐震整備事業費補助金　69,106千円
　・補助先：Is値が0.3未満の病院
　・補助率：47.5%以内
　
　医療施設耐震化臨時特例基金事業費補助金
　　　　　　　 　　　　　　　　　1,982,958千円
　・補助先：未耐震の災害拠点病院等
　・補助率：1/2以内
　
　その他事務費　99千円
　・旅費、需用費等

拡充 医療施設耐震化促進事
業費

　必要額を精査しました。地域医療再生事業費補
助金

2,019,155
(0)

1,116,796
(0)

健康政策部

医療政策・医師
確保課

　看護業務から離れている看護職員の復職を促進する
ため、復職希望者に対して研修を実施するとともに、
医療施設のマッチングを行う。

　潜在看護職員等復職研修委託料　1,080千円
　・委託先：研修登録病院等
　・契約方法：随意契約

　その他事務費　401千円
　・旅費、需用費等

健康政策部

医療政策・医師
確保課

　事業内容、要求状況を踏まえ必要額を精査しました。

　要求どおり。

　医師の確保・養成等について、中長期的な対策と即
効性のある施策を推進するため、一般社団法人 高知
医療再生機構に必要な経費を助成する。

　地域医療再生事業費補助金　1,116,796千円
　・補助先：一般社団法人 高知医療再生機構
　・補助率：定額
　・補助対象：指導医の育成・支援、
　　　　　　　医学生・研修医の県内研修の支援、
　　　　　　　若手医師レベルアップ支援、
　　　　　　　看護職員等資質向上支援、
　　　　　　　医師招聘・派遣斡旋、
　　　　　　　女性医師等復職支援、
　　　　　　　高知大学地域医療教育研修拠点施設、
　　　　　　　整備支援、読影システム構築事業、
　　　　　　　医師公舎建設支援　等
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過

程
要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[51,290]

[(51,290)]

財
政
課
長

[保留]
[51,290]

[(51,290)]

要
求

52,897
(52,897)

総
務
部
長

財
政
課
長

96,000
(0)

債務負担行為
330,000

(0)

要
求

566,443
(0)

総
務
部
長

財
政
課
長

462,866
(54,584)

要
求

379,873
(47,265)

健康政策部

健康対策課

がん検診受診促進事業
費補助金

77,002
(77,002)

新規

ワクチン
接種緊急
促進基金

子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進事業費

540,091
(1,547)

　必要額を精査しました。51,290
(51,290)

地域医療
再生臨時
特例基金

がん診療医療機関設備
整備事業費補助金

96,000
(0)

債務負担行為
330,000

(0)

462,866
(54,584)

　がん診療連携拠点病院等が、がんの治療や診断に必
要な機器の整備を行うための経費を補助する。

　がん診療医療機関設備整備事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　96,000千円
　・補助先：がん診療医療機関
　・補助率：1/2以内、1/3以内
　・補助対象：がん治療・診断を行うために
　　　　　　　必要な機器

　【債務負担行為】330,000千円
　　　　　　　　　H24.4.1～H26.3.31

健康政策部

健康対策課

　医療機関からの要求状況を踏まえ必要額を精査しまし
た。また機器整備にかかる工程等を精査し、一部を債務負
担行為としました。

　前年度の接種状況を踏まえ必要額を精査しました。　市町村が行う子宮頸がん予防ワクチン等接種に係る
経費を補助する。

　子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　461,646千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2以内（県単独補助分は2/3以内）

　新聞広告制作委託料　1,220千円
　・委託先：民間企業
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

健康政策部

健康対策課

　がん検診の受診率向上のため、40～50歳代を対象に
市町村が行う個別通知などの受診勧奨や利便性向上の
取組を支援する。

　がん検診受診促進事業費補助金　51,290千円
　・補助先：市町村
　・補助率：定額
　・補助対象：受診勧奨・再勧奨、受診状況確
　　　　　　　認調査、利便性向上事業
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過

程
要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

46,069
(0)

要
求

99,120
(0)

総
務
部
長

[保留]
[11,566]
[(357)]

財
政
課
長

[保留]
[11,566]
[(357)]

要
求

15,714
(357)

健康政策部

健康対策課

　委託内容等について精査しました。拡充 地域医療
再生臨時
特例基金

慢性腎臓病(CKD)対策推
進事業費

373
(187)

11,566
(357)

　腎機能障害が軽度であれば、適切な治療により進行
を予防することが可能な慢性腎臓病（ＣＫＤ）につい
て、正しい知識の普及と人材の育成を図る。
　
　慢性腎臓病治療連携体制構築委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,427千円
　・委託内容：慢性腎臓病対策のための医療連携
　　　　　　　体制を構築するための検討
　・委託先　：未定
　・契約方法：随意契約
　
　慢性腎臓病啓発資材作成等委託料　4,935千円
　・委託内容：慢性腎臓病対策に対する理解と関
　　　　　　　心を深めるため、指導・啓発DVD
　　　　　　　を制作し、医療機関等に配布する。
　　　　　　　また、県民への普及啓発も図る。
　・委託先　：民間業者
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

　その他事務費　2,204千円
　・報償費、需用費等

46,069
(0)

新規 地域医療
再生臨時
特例基金

新生児集中治療室設備
整備事業費補助金

　補助率について精査しました。　周産期医療体制を確保するため新生児集中治療管理
室（ＮＩＣＵ）の増床等に必要な機器を整備する医療
機関に対し、当該機器の整備に必要な経費を補助す
る。

　新生児集中治療室設備整備事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　46,069千円
　・補助先：高知県・高知市病院企業団
　・補助率：定額、1/2以内
　・補助対象：新生児集中治療室の医療機器

健康政策部

健康対策課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

214,676
(214,676)

財
政
課
長

[保留]
[270,246]

[(270,246)]

要
求

298,852
(298,852)

総
務
部
長

財
政
課
長

15,000
(0)

要
求

12,300
(12,300)

総
務
部
長

財
政
課
長

32,500
(32,500)

要
求

45,000
(45,000)

　財源として介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用する
とともに、補助対象事業の範囲を拡充して、当初の要求よ
り増額して予算計上を行いました。

新規 災害救助対策費 32,500
(32,500)

　災害発生時に一般避難所では生活に支障を来す災害
時要援護者（障害者、高齢者等）が避難所で安心して
過ごせるよう、福祉避難所として必要な設備に係る経
費を補助する。

　福祉避難所指定促進等事業費補助金　　32,500千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2（上限500千円）

　事業を実施する施設数を精査しました。

新規 介護基盤
緊急整備
等臨時特
例基金

15,000
(0)

　地域福祉活動の活性化を図るため、市町村地域福祉
計画に基づく地域での実践活動や、地域福祉の担い手
である民生委員・児童委員の活動をサポートする仕組
みづくりを支援する。

　地域福祉活動支援事業費補助金　　　　15,000千円
　・補助先：市町村
　・補助率：10/10

　高齢者、子ども、障害者等誰もが気軽に集い、地域
のニーズに応じた生活支援サービスなどを受けること
ができる拠点を設置する市町村に対して補助する。

　あったかふれあいセンター事業費補助金
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　214,676千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2

地域福祉部

地域福祉政策課

地域福祉部

地域福祉政策課

地域福祉部

地域福祉政策課

　各市町村の事業費を精査するとともに、総務部長査定で
は、過疎債を活用して事業を行う市町村分を考慮して予算
計上を行いました。

要求と査定過程

あったかふれあいセン
ター事業費

507,273
(0)

214,676
(214,676)

地域福祉実践活動支援
事業費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

131,671
(101,252)

要
求

145,282
(114,863)

総
務
部
長

財
政
課
長

29,550
(29,550)

要
求

29,550
(29,550)

総
務
部
長

[保留]
[30,000]

[(30,000)]

財
政
課
長

[保留]
[30,000]

[(30,000)]

要
求

30,000
(30,000)

60,000
(60,000)

　デイサービスセンター（指定通所介護事業所）が、
ショートステイを併設する場合に、必要な居室の整備
費等について補助する。

　ショートステイ整備促進事業費補助金　60,000千円
　・補助先：指定通所介護事業所
　・補助率：定額（上限1,000千円）

地域福祉部

高齢者福祉課

　財政課長査定、総務部長査定では、要求どおりでした
が、知事査定において、要介護者等がサービスを十分に受
けることができるよう、ショートステイの整備を加速化す
ることとしたことにより、当初の要求より増額して予算計
上を行いました。

新規 より身近な場所での
ショートステイ整備事
業費

29,550
(29,550)

　高齢者施設において災害時要援護者の受け入れが可
能となるよう、地域交流スペースの整備に助成する
（福祉避難所の指定を前提）。

　老人福祉施設等整備事業費補助金（地域交流スペー
　ス整備助成）　　　　　　　　　　　　29,550千円
　・補助先：社会福祉法人
　・補助率：定額

地域福祉部

高齢者福祉課

　要求どおり。新規 老人福祉施設等整備事
業費

131,671
(101,252)

　平成25年に開催する全国健康福祉祭（ねんりんピッ
ク）高知大会の開催前年にあたり、必要な準備を行
う。

　重点分野雇用創造全国健康福祉祭こうち大会広報委
　託料　　　　　　　　　　　　　　　　25,870千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル）

　全国健康福祉祭こうち大会実行委員会補助金
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　84,131千円
　・補助先：ねんりんピックよさこい高知２０１３実
　　　　　　行委員会
　・補助率：定額

　その他事務費　　　　　　　　　　　　21,670千円
　・賃金、共済費、報償費、旅費、需用費等

地域福祉部

高齢者福祉課

　事務費及び補助額を精査しました。拡充 一部緊急
雇用創出
臨時特例
基金

全国健康福祉祭開催準
備事業費

38,974
(22,549)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

29,025
(29,025)

財
政
課
長

[保留]
[39,289]

[(39,289)]

要
求

52,808
(52,808)

総
務
部
長

1,220
(1,220)

財
政
課
長

[保留]
[1,220]

[(1,220)]

要
求

1,220
(1,220)

総
務
部
長

財
政
課
長

10,718
(5,359)

要
求

10,718
(5,359)

10,718
(5,359)

　認知症に関する鑑別診断、急性期治療、専門医療相
談、研修等を実施し、地域における認知症疾患医療の
向上を図るため、認知症疾患医療センターの運営を委
託する。

　基幹型認知症疾患医療センター運営委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,165千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約

　地域型認知症疾患医療センター運営委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,553千円
　・委託先：高知鏡川病院
　・契約方法：随意契約

地域福祉部

障害保健福祉課

　要求どおり。拡充 認知症疾患医療セン
ター運営費

5,542
(2,771)

1,220
(1,220)

　サービス事業者の参入が進んでいない中山間地域に
おいて、利用者のニーズに合った障害福祉サービスの
充実を図るため、サービスを提供する事業者に補助を
行う市町村に対し助成を行う。

　中山間地域障害福祉サービス確保対策事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,220千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2

地域福祉部

障害保健福祉課

　財政課長査定では、事業効果が十分把握できなかったこ
とから保留としていましたが、総務部長査定において、事
業効果が把握できたことから予算計上を行いました。

中山間地域障害福祉
サービス確保対策事業
費

4,056
(4,056)

29,025
(29,025)

　サービス事業者の参入が進んでいない中山間地域に
おいて、利用者のニーズに合った介護サービスの充実
を図るため、サービスを提供する事業者に補助を行う
市町村に対し助成を行う。

　中山間地域介護サービス確保対策事業費補助金
                                     29,025千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2

地域福祉部

高齢者福祉課

　財政課長査定では、補助額の基となる各市町村の事業費
及び事業効果が十分把握できなかったことから保留として
いましたが、総務部長査定において事業効果を確認し、各
市町村の事業費を精査して予算計上を行いました。

中山間地域介護サービ
ス確保対策事業費

52,808
(52,808)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

59,100
(19,700)

要
求

59,100
(19,700)

総
務
部
長

財
政
課
長

271,683
(271,683)

要
求

271,770
(271,770)

271,683
(271,683)

　高知県・高知市病院企業団が行う高知医療センター
こころのサポートセンター（精神科・児童精神科）の
運営に要する経費に対して負担する。

　高知県・高知市病院企業団負担金　　 270,717千円
　・負担先：高知県・高知市病院企業団
　・負担額：企業債及び国庫補助金等の特定財源を充
　　　　　　てても不足する額

　その他事務費　　　　　　　　　　　　　 966千円
　・報償費、旅費、需用費、役務費等

地域福祉部

障害保健福祉課

　事務費を精査しました。拡充 高知医療センター精神
科病棟運営支援事業費

163,887
(113,887)

59,100
(19,700)

　障害者施設において災害時要援護者の受け入れが可
能となるよう、地域交流スペースの整備に助成する
（福祉避難所の指定を前提）。

　障害児・者施設整備事業費補助金（地域交流スペー
　ス整備助成）　　　　　　　　　　　　59,100千円
　・補助先：障害福祉サービス事業者
　・補助率： 3/4（国1/2、県1/4）

地域福祉部

障害保健福祉課

　要求どおり。新規 障害児・者施設整備事
業費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[99,271]

[(99,271)]
債務負担行為

[62,306]
[(62,306)]

財
政
課
長

[保留]
[99,271]

[(99,271)]
債務負担行為

[62,306]
[(62,306)]

要
求

99,271
(99,271)

債務負担行為
62,306

(62,306)

総
務
部
長

[保留]
[37,839]

[(37,839)]

財
政
課
長

[保留]
[37,839]

[(37,839)]

要
求

37,839
(37,839)

文化生活部・鳥
獣対策課 総

務
部
長

財
政
課
長

7,265
(7,265)

要
求

9,105
(9,105)

　普及啓発にかかる事務費及びシンポジウム開催経費など
を精査しました。

新規 鳥獣被害対策総合支援
事業費

514
（514)

7,265
(7,265)

　鳥獣被害対策を推進するための人材の育成や効果的
な防除技術の普及啓発を行う。

　鳥獣被害対策総合支援事業
　・鳥獣被害対策地域リーダー育成事業
　・新規狩猟者育成事業
　・鳥獣被害対策普及啓発事業　など

新規 野生鳥獣に強い集落づ
くり支援事業費

37,839
(37,839)

　最終的に債務負担行為額の一部を前倒しして整理を行い
ました。

　野生鳥獣による農林業被害を軽減するため、被害防
除・環境整備・捕獲について集落ぐるみで取り組む総
合的な対策を実施する。

　野生鳥獣に強い集落づくり事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,319千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約

　鳥獣被害対策専門員配置事業委託料　24,404千円
　・委託先：農協
　・契約方法：随意契約

　事務費　116千円
　・旅費等

文化生活部・鳥
獣対策課

　「野生鳥獣に強い集落づくり事業」の実効性及び「鳥獣
対策専門員」の果たす役割等を確認のうえ、要求どおりと
しました。

要求と査定過程

新規 県立大学整備費 118,443
(81,443)

債務負担行為
43,134

(11,134)

　永国寺キャンパスを社会貢献する「知の拠点」とし
て整備するために必要な基本設計、実施設計及び地質
調査を行う。

　基本設計委託料　　　　　　44,780千円
　・委託先：未定
　・委託方法：随意契約(プロポーザル方式)

　実施設計委託料　　　　　　50,324千円
　・委託先：未定
　・委託方法：随意契約
　【債務負担行為】　43,134千円

　地質調査委託料　　　　　　23,339千円
　・委託先：未定
　・委託方法：指名競争入札

文化生活部・私
学・大学支援課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

700,000
(700,000)

財
政
課
長

[保留]
[1,000,000]

[(1,000,000)]

要
求

1,000,000
(1,000,000)

総
務
部
長

[保留]
[1,142,504]

[(1,142,504)]

財
政
課
長

[保留]
[1,142,504]

[(1,142,504)]

要
求

1,142,504
(1,142,504)

700,000
(700,000)

新規 産業振興推進ふるさと
雇用事業費補助金

産業振興推進総合支援
事業費補助金

産業振興推進部

計画推進課

　23年度の執行見込みや24年度の要望状況を踏まえて、金
額を精査した査定となりました。

　産業振興計画を効果的に実行するため、計画に位置
付けられた事業等を対象に、商品の企画・開発、加
工、販路拡大など、生産段階から販売段階までの取り
組みを総合的に支援する。

　産業振興推進総合支援事業費補助金
                                700,000千円
　一般事業等
　・補助先：市町村等
  ・補助率：2/3以内（ソフト、ハード事業）
　 （ただし、企業等が事業実施主体の場合の
　   ハード事業は1/2以内）
  ・補助対象：地域アクションプラン等に
              位置付けられた取り組み
　
  ステップアップ事業
  ・補助先：民間事業者
  ・補助率：1/2以内（ソフト事業）
  ・補助対象：試行段階の取り組み

産業振興推進部

計画推進課

　国の「ふるさと雇用再生特別基金事業」終了に伴う
激変緩和措置として、動き出した産業振興などの取り
組みの育成･定着、雇用の継続などを図るため、市町
村等の取り組みを支援する

　産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金
                       　　    800,000千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：2/3以内
　　　　　（H24:2/3、H25:1/2,H26:1/3)
  ・対象事業：H23年にふるさと雇用基金事業を
　  　　　　　導入している市町村事業のうち
　　　　　　　産業振興関連分野の継続案件

要求と査定過程

市町村の要望状況を踏まえて、金額を精査した査定となり
ました。

800,000
(800,000)

1,250,000
(1,250,000)

内200,000
観光振興部に

移管
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

42,181
(34,864)

要
求

44,845
(44,845)

総
務
部
長

財
政
課
長

33,419
(31,019)

要
求

33,217
(33,217)

ふるさと
雇用再生
特別基金

拡充

33,419
(31,019)

17,363
(10,044)

ものづくり地産地消セ
ンター事業費

　産業振興計画の担い手となる人材を育成するため、
産学官が連携して、受講者のニーズやレベルに応じた
研修を体系的に実施する。

　
　産業人材育成研修委託料　28,471千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

  事務費　4,948千円
　・報償費、旅費等

　精査を行った結果、必要な委託額を増額査定するととも
に、受益者負担を取り入れることとなりました。

　委託額の精査を行うとともに、財源の一部にふるさと雇
用再生特別基金を充当しました。

産業振興推進部

計画推進課

産業人材育成事業費 22,706
(22,706)

　機械製造や商品開発のニーズなど、県内での「もの
づくり」に関する様々な相談に対する一元的な対応
や、「ものづくり総合技術展」等の開催により、県内
の多様な「技術力の見える化」と商談機会の一層の拡
大を図る

　ふるさと雇用再生
　ものづくりの地産地消相談窓口事業委託料
                     　　　　　　　 42,181千円
 
　・委託先：（財）高知県産業振興センター
  ・委託方法：随意契約
　・委託内容：ものづくりに関する一元的な対応
　　　　　　　や、「ものづくり総合技術展」の
　　　　　　　開催

42,181
(34,864)

産業振興推進部

計画推進課

拡充
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

115,079
(115,079)

要
求

106,624
(106,624)

総
務
部
長

財
政
課
長

15,000
(15,000)

要
求

20,000
(20,000)

　「まるごと高知」におけるテストマーケティングに
加えて、県が開催･出展する展示･商談会等への参加を
契機として行う商品の改良を支援し、県産品の商品力
の向上や販路開拓･拡大を促進する。

　地産外商商品ブラッシュアップ支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　15,000千円

　・補助先：県内事業者
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：商品を磨き上げるための経費
　　　　　　　（ソフト事業）

15,000
(15,000)

81,324
(81,324)

産業振興推進部

地産地消・外商
課

高知県地産外商公社運
営費補助金

115,079
(115,079)

　産業振興計画の柱である地産外商戦略を推進する母
体である高知県地産外商公社の運営、販路開拓・販売
拡大等を支援する。

　高知県地産外商公社運営費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　115,079千円
　・補助先：一般財団法人高知県地産外商公社
　・補助率：定額
　・補助対象：地産外商公社の運営経費等

25,000
(25,000)

産業振興推進部

地産地消・外商
課

地産外商商品ブラッ
シュアップ支援事業費

　地産外商公社の情報発信機能の強化を図るために、必要
な事業費を増額した査定となりました。

　２２年度、２３年度の実績を踏まえて２４年度の事業実
施見込額の精査を行いました。
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
50,000

(50,000)

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

54,558
(54,558)

総
務
部
長

[保留]
[0]

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

111,131
(111,131)

107,188
(107,188)

　総務省の「地域おこし協力隊」等の制度を活用し、
地域おこし活動や移住促進に取り組む市町村に対し
て、支援を行う。

　こうち型地域おこし推進事業費補助金
　・補助率：1/2
　・補助限度額：1名につき1,000千円
　・補助内容：地域おこし協力隊等の推進に
　　　　　　　かかる経費

産業振興推進部

地域づくり支援
課

　集落調査で明らかになった中山間地域の現状や課題
に対応するため、「集落活動センター」の整備を推進
し、中山間地域の課題解決に向けた支援を行う。

　パンフレット等デザイン作成委託料　250千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約

　集落活動センター推進事業費補助金　100,000千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：1/2以内
　・補助内容：集落活動センター事業を実施する
　　　　　　ために必要な初期投資としての費用
　　　　　　及び人材の導入に係る費用

　事務費　　　　　　　　　　　　　　6,938千円
　・報償費、旅費等

新規 地域の絆ネットワーク
推進事業費

新規 こうち型地域おこし協
力隊推進事業費

産業振興推進部

地域づくり支援
課

　予算要求では集落活動センターの立ち上げに係る経費が
対象でしたが、運営費（人件費）も補助対象とすることと
し、「こうち型地域おこし推進事業費補助金」と統合した
形での査定となりました。

　要求のうち「集落活動センター」の立ち上げにかかる人
件費のみを補助対象とし、「集落活動センター推進事業費
補助金」と統合することとしました。
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

153,350
(153,350)

財
政
課
長

62,016
(62,016)

要
求

183,016
(183,016)

拡充 　滞在型市民農園整備事業の補助率を精査し、要求は2/3以
内でしたが1/2以内での査定となりました。
（市町村には別途、国費による補助があり、県は総事業費
の2/3の額から国費負担額を差し引いた額を補助し、最高で
事業費総額の1/2まで補助することとなりました。）

　市町村等が行う移住促進のための取り組みを支援す
る。
　
　移住促進事業費補助金　　153,350千円
　　市町村支援事業
　　・補助先：市町村等
　　・補助率：1/2以内
　　・補助内容：市町村等が行うハード、
　　　　　　　　ソフト事業

　　NPO等支援事業
　　・補助先：NPO法人等
　　・補助率：定額
　　・補助内容；NPO等が行うソフト事業

　　U・Iターン希望者住宅改修事業
　　・補助先：市町村
　　・補助率：1/2以内
　　・補助内容：移住希望者が居住する
　　　　　　　　　個人の住宅の改修への助成

　　滞在型市民農園整備事業
　　・補助先：市町村
　　・補助率：1/2以内
    ・補助内容：クラインガルテンの整備

産業振興推進部

地域づくり支援
課

19,500
(19,500）

153,350
(153,350)

移住促進事業費補助金
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[12,807]

[(12,807)]

財
政
課
長

[保留]
[12,237]

[(12,237)]

要
求

30,432
(30,432)

総
務
部
長

[保留]
[23,882]

[(23,882)]

財
政
課
長

[保留]
[20,563]

[(26,563)]

要
求

28,324
(28,324)

総
務
部
長

44,000
(44,000)

財
政
課
長

44,000
(44,000)

要
求

61,667
(61,667)

新規

　必要額について精査しました。

産業振興推進部

運輸政策課

　要求では、実証運行を含め本格的な運行も補助対象とし
ていましたが、実証運行のみを補助対象として必要額につ
いても精査しました。

産業振興推進部

公共交通課

　必要額について精査しました。

14,057
(14,057)

　中山間地域における病院や買い物等地域住民の生活
を支える移動手段の確保を図るため、地域の実情に
沿ったきめ細かな移動サービスを提供する仕組みづく
りやその実施に対して支援する。

　中山間地域移動手段確保支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　12,654千円
　・補助先：市町村
　・補助率：2/3以内
　・補助対象：車両購入、乗り合いタクシー等の実証
　　　　　　　運行等に必要な経費

　事務費　1,403千円
　・報償費、旅費等

安全安心の施設整備事
業費補助金

44,000
(44,000)

　南海地震に備えるため、土佐くろしおの行う橋梁･
高架橋等の耐震対策事業に助成し、列車運航の安全確
保を図る。

　安全安心の施設整備事業費補助金　　44,000千円
　・補助先：土佐くろしお鉄道(株)
　・補助対象：橋梁の耐震設計･工事
　　　　　　　(補助率：国1/3、県1/3、市町村1/3)
　　　　　　　高架橋の耐震診断
　　　　　　　(補助率:県1/2、市町村1/2)
　　　　　　　司令室の耐震診断･設計
　　　　　　　(補助率:県1/2、市町村1/2)

新規 中山間地域移動手段確
保支援事業費

要求と査定過程

拡充 地域の物流等支援事業
費

6,217
（6,217）

12,807
(12,807)

　中山間地域などにおける農産物等の集出荷と買い物
弱者等への生活関連サービスを複合化するなどの仕組
みづくりやその実施に対して支援する。

　地域の物流等支援事業費補助金　12,570千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：仕組みづくりのための調査や実施に要
　　　　　　　する経費

　事務費　237千円
　・旅費

産業振興推進部

運輸政策課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

産業振興推進部

公共交通課
総
務
部
長

[保留]
0

(0)

財
政
課
長

[保留]
0

(0)

要
求

47,215
(44,528)

36,375
(33,688)

　高知龍馬空港の航空路線について、利用促進の取り
組みや特に維持するための対策を行う必要がある路線
への支援を行う。

　航空利用促進事業費補助金　10,500千円
　・補助先：高知県航空利用促進協議会
　・補助率：定額
　・補助内容：航空路線の利用促進キャンペーン等の
　　　　　　　実施にかかる経費

　航空路線維持対策事業費補助金　19,493千円
　・補助先：全日本空輸株式会社、日本航空株式会社
　・補助率：1/2
　・補助内容：路線、便数維持のため、利用の低迷し
　　　　　　　ている伊丹線(ジェット便のみ）、福
　　　　　　　岡線の高知龍馬空港着陸料の一部を補
　　　　　　　助する。

　要求では、キャンペーン事業の実施のみでしたが、事業
効果や事業内容を精査し、キャンペーン事業の事業費等を
見直し、加えて着陸料補助を補助率1/2で実施することにし
ました。

拡充 航空路線維持対策事業
費

51,057
(48,456)

21 / 45 ページ



平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

43,000
（21,670）

財
政
課
長

[保留]
[43,000]

[(21,670)]

要
求

128,373
（77,954）

総
務
部
長

[保留]
[0]

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

100,340
(100,340)

300,340
(300,340)

要求と査定過程

　中小企業の設備投資に対する支援策のフレームや公益性
等について議論を重ね、最終的に左記の予算額及び内容と
なりました。

　県内中小企業（製造業）の設備投資に要する費用に
対して助成することで、企業の生産性等を高め、企業
活動の継続・拡大と雇用の確保を図る。

　中小企業設備投資促進事業費補助金　300,000千円
　・補助先：県内中小企業者（製造業）
　・補助率：借入必要額に対する県制度融資貸付利率
　　　　　　2.27％を利用すると仮定した場合の金利
　　　　　　相当額（補助限度額：34,000千円）
　・補助対象：土地、建物及び設備
　※新規雇用１人以上かつ設備投資額25,000千円以上

　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　340千円
　・旅費、需用費等

商工労働部

工業振興課

商工労働部

商工政策課

　中小企業の耐震改修の促進策としては、耐震診断及び耐
震設計に対する支援で十分インセンティブになると考えら
れることから、耐震改修工事への補助については、計上を
見送りました。

　南海地震に備えるため、県内中小企業（製造業）の
耐震診断・設計に要する費用の一部を助成すること
で、従業員等の命を守るとともに早期復旧につなげ
る。

　中小企業耐震診断等支援事業費補助金　42,660千円
　・補助先：県内中小企業者（製造業）
　・補助率：耐震診断　　　2/3以内（国1/3,県1/3）
　　　　　　耐震改修設計　2/3以内（国1/3,県1/3）

　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　 340千円
　・旅費、需用費等

43,000
（21,670）

中小企業設備投資促進
事業費

中小企業地震対策促進
事業費

新規

新規
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

48,575
(48,575)

債務負担行為
8,750

(8,750)

財
政
課
長

0
（他事業に振
り分け計上）

要
求

50,106
（50,106）

総
務
部
長

財
政
課
長

23,836
(23,836)

要
求

32,537
(32,537)

商工労働部

工業振興課

23,836
（23,836）

　大都市圏で開催される主要な見本市に県ブースを設
置することで、県内企業の出展を支援し、ものづくり
企業の受注拡大を図る。

　見本市出展業務委託料　　　　　23,836千円
　・委託内容：小間設営等
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

拡充

新規

見本市出展業務委託料 12,485
（12,485）

　南海地震への備えと連動させた防災関連産業の振興
を図るため、防災関連製品や技術の「地産地消」の取
組や地産外商の活動を支援する。

　見本市出展業務委託料　　　　　　　14,917千円
　・委託内容：全国規模の防災関連展示会等(4ヵ所)
              の小間設営等
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

　ものづくり地産地消推進事業費補助金（防災枠）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　26,000千円
  ①ステップアップ事業（構想段階から基本設計まで
　　の取組）
　・補助先：中小企業者
　・補助率：1/2以内（限度額：1,000千円）

　②試作開発事業（試作開発・改良の取組）
　・補助先：中小企業者（事業体も可）
　・補助率：事業体2/3以内（限度額：13,500千円）
 　　　　   個別事業者1/2以内
      　　　　　　　　　 （限度額：10,000千円）

　【債務負担行為】　8,750千円

　事務費　　　　　　　　　　　　　　 7,658千円
　・報償費、備品購入費等

48,575
(48,575)

債務負担行為
8,750

(8,750)

防災関連産業振興事業
費

　前年度の実績等を考慮し、小間数や経費を精査しまし
た。

　市町村の防災関連製品の購入補助金については、公的調
達に対する支援方法として適当ではないとの判断から、計
上を見送りました。
　その他、他事業との間で事業費及び事務費の調整を行い
ました。

商工労働部

工業振興課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

56,500
(56,500）

債務負担行為
26,250

(26,250）

要
求

85,000
（85,000）

債務負担行為
35,000

(35,000)

総
務
部
長

財
政
課
長

47,959
（47,959）

要
求

74,169
（74,169）

商工労働部

工業振興課
新産業推進課

　前年度以前の実績や防災枠への振分け等を考慮し、事業
費を精査しました。

　前年度実績等を考慮し、事業費を精査しました。成長分野育成支援事業
費

91,298
（91,298）

ものづくり地産地消推
進事業費補助金

　成長が期待され潜在力のある分野や企業への重点的
な支援を実施するため、食品や環境などテーマごとに
企業や専門家等で構成する研究会を設置して、事業化
への取り組みを促進する。

　研究会発事業化支援事業費補助金　　　30,000千円
　・補助先：県内中小企業等又はそのグループ
　・補助率：事業体 ソフト2/3、ハード1/10以内
   　　　　 個別事業者 ソフト1/2、ハード1/10以内

  事務費　　　　　　　　　　　　　　　17,959千円
　・報償費、旅費等

47,959
（47,959）

50,000
（50,000）

債務負担行為
25,000

(25,000）

56,500
（56,500）

債務負担行為
26,250

(26,250)

　県内に需要のある機械や設備を県内企業が開発・製
造する取組を推進するため、試作機の設計開発・改良
の経費に対して助成し、ものづくり企業の技術力や製
品開発力の向上を図る。

　ものづくり地産地消推進事業費補助金　56,500千円
　①ステップアップ事業（構想段階から基本設計まで
　　の取組）
　・補助先：中小企業者
　・補助率：1/2以内（限度額：1,000千円）

　②試作開発事業（試作開発・改良の取組）
　・補助先：中小企業者（事業体も可）
　・補助率：事業体2/3以内（限度額：13,500千円）
 　　　　   個別事業者1/2以内
      　　　　　　　　　 （限度額：10,000千円）
　【債務負担行為】　26,250千円

商工労働部

工業振興課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

98,818
(98,818)

財
政
課
長

82,818
(82,818)

要
求

123,348
(123,348)

総
務
部
長

財
政
課
長

32,151
（32,151）

要
求

33,587
（33,587）

商工労働部

経営支援課

前年度から開始した３テーマについて、今年度の成果及び
今後の展開を考慮し、新規テーマ２件を追加することとし
ました。

商工労働部

新産業推進課

事業費を精査しました。32,151
（32,151）

　商店街の空き店舗を活用して開設したチャレンジ
ショップで新規創業や業種・業態転換を図るチャレン
ジャーを育成し商店街への出店につなげ、商店街の活
性化を図るため、チャレンジショップの運営等を行う
商店街振興組合や事業協同組合に対し、支援を行う。

　チャレンジショップ事業費補助金　　32,151千円
　・補助先：商店街振興組合、事業協同組合
　・補助率：定額
　・補助対象：チャレンジショップの運営に要する
　　　　　　　経費

新規 チャレンジショップ事
業費補助金

拡充 産学官連携新産業創出
事業費

98,818
（98,818)

　県内の産学官の連携を強化し相互の情報共有や交流
を促進するとともに、学の研究開発機能を活かした新
産業創出を図るため、県内企業による事業化の可能性
の高い産学官共同研究を重点的に支援する。

　産学官連携産業創出研究推進事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　96,000千円
　・委託先：大学、高専、企業等(企業単独は対象外)
　・委託内容：大学の研究シーズ等を活用した県内企
　　　　　　　業による事業化の可能性の高い共同研
　　　　　　　究の推進
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

　事務費                             2,818千円
  ・産学官連携会議運営経費（報償費、旅費等）等

61,812
（61,812）
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

905,767
（905,767）
債務負担行為

1,617,588
（1,617,588)

財
政
課
長

905,767
（905,767）
債務負担行為

1,617,588
（1,617,588）

要
求

938,687
(938,687）

債務負担行為
1,966,714

（1,966,714）

　中小企業設備投資及び震災対策に係る利子補給補助金
は、それぞれ事業費補助金の形で支援することとしたため
計上を見送り、一方、制度融資について、震災対策のメ
ニューを追加し、必要な保証料補給金を計上しました。

商工労働部

経営支援課

919,416
（919,416）

債務負担行為
1,562,508

（1,562,508）

905,967
（905,967）

債務負担行為
1,620,733

（1,620,733)

　県内中小企業等に対し、事業活動に必要な資金を長
期・低金利にて供給することにより、経営の安定と経
営体質の改善・合理化を支援する。

　中小企業制度金融貸付金保証料補給金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　905,967千円
　・補給対象：高知県信用保証協会
　・補給率：貸付額の0.03～2.1％
　・融資枠：471億円（H23 471億円）
　　　　　　緊急融資340億円（H23 350億円)
　※新たに震災対策のメニューを追加
　【債務負担行為】　1,620,733千円

拡充 中小企業制度金融貸付
事業費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[843,468]

[(843,468)]

財
政
課
長

[保留]
[804,046]

[(804,046)]

要
求

974,421
(974,421)

総
務
部
長

[保留]
[100,000]

[(100,000)]

財
政
課
長

[保留]
[100,000]

[(100,000)]

要
求

310,000
(310,000)

拡充

新規 観光拠点等整備事業費
補助金

観光振興推進事業費補
助金

要求と査定過程

　事業内容や補助対象事業について精査しました。　産業振興計画に位置づけられた取り組みを対象に、
地域が主体となった全国からの誘客につながる観光地
づくりを総合的に支援する。

　観光拠点等整備事業費補助金　200,000千円
　・補助先：市町村等、広域観光協議会
　・補助内容
　　　観光拠点整備事業
　　　  補助率：2/3以内
　　  　補助対象：全国からの集客力の向上が期待さ
　　　　　　　　　れる観光拠点の整備等を図る取組

　　　観光商品磨き上げ事業
　　　  補助率：1/2以内
　　　  補助対象：既存の観光商品の更なる磨き上げ
　　　　　　　　　など、観光客の増加を図る取組

　　　観光資源魅力向上事業
　　　  補助率：1/2以内
　　　  補助対象：観光客の快適性を高めるための基
　　　　　　　　　盤整備や新たな事業の立ち上げ段
　　　　　　　　　階にある取組

　　　広域観光推進事業
　　　　補助率：1/2以内
　　　　補助対象：広域観光協議会が取り組む情報発
　　　　　　　　　信やセールス活動等の取組

観光振興部

観光政策課

観光振興部

観光政策課

　本県の重要課題である観光振興を効果的に実践する
ため、（財）高知県観光コンベンション協会に対し、
運営費及び事業費を補助する。

　観光振興推進事業費補助金　854,365千円
　・補助先：（財）高知県観光コンベンション協会
　・補助率：定額
　・補助内容：観光客誘致事業
　　　　　　　観光客受入事業
　　　　　　　スポーツ誘致事業
　　　　　　　プロモーション事業
　

　観光振興部と観光コンベンション協会の体制等を踏ま
え、全般的に必要経費を精査しました。

327,295
(327,295)

854,365
(853,365)

200,000
(200,000)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[18,162]

[(18,162)]

財
政
課
長

[保留]
[21,288]

[(21,288)]

要
求

21,855
(21,855)

18,162
(18,162)

観光振興部

観光政策課

　事業内容や必要額について精査しました。　観光振興を担う人材の育成を図るため、地域観光を
実践する人材を対象とした観光人材育成事業を実施す
る。

　観光人材育成事業委託料　17,500千円
　・委託方法：プロポーザル方式
　・委託内容：地域観光を担う人材を育成するための
　　　　　　　観光人材塾の開催(県内7ブロック)

　その他事務費　　662千円
　・使用料

新規 観光ビジネス人材育成
事業
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

22,788
（22,788）

要
求

23,547
（23,547)

総
務
部
長

財
政
課
長

356,401
（84,153）

要
求

368,570
（96,322）

　事務費及び補助事業の事業量について精査しました。64,603
（17,109）

　認定農業者や農業法人等、意欲のある多様な担い手
を育成するため、企業的経営を目指す経営体への普及
啓発や経営の多角化に向けた取り組みへの支援を行う
とともに、法人化セミナーの開催や、農業法人の組織
化を支援する。

　担い手育成・確保対策事業費補助金　7,072千円
　・補助先：市町村等、高知県農業会議
　・補助率：1/2以内、定額

　企業的経営体育成支援事業費補助金　14,559千円
　・補助先：高知県農業会議
　・補助率：定額

　その他事務費等　1,157千円
　・旅費、需用費、役務費等

農業振興部

農地・担い手対
策課

110,620
（110,620）

　要求のあった就農サポートハウスの整備について、別途
レンタルハウス整備事業で対応することとしました。
　また、事務費等の精査を行いました。

　市町村が実施する新規就農希望者に対する研修事業
に助成すること等により、新規就農者の確保・育成を
図る。

　重点分野雇用創造青年就農給付金事業支援
　業務委託料　　　　　　　　　　　　　4,055千円
　・委託先：（財）高知県農業公社

　新規就農総合対策事業費補助金　　　　7,133千円
　・補助先：(財)高知県農業公社、高知県農業会議
　・補助率：定額
　・補助対象：就農支援業務に要する経費

　新規就農研修支援事業費補助金　　　75,284千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：2/3以内、定額
　・補助対象：研修手当、受入謝金
　　　　　　　（国費の対象とならない部分）

  青年就農給付金　　　　　　66,750千円
　・補助先：研修生
　・補助率：準備型　年1,500千円（最長2年）

　青年就農給付金事業費補助金　197,637千円
　・補助先：市町村
　・補助率：経営開始型　年1,500千円（最長5年）
　　　　　　市町村事務費　定額

　その他事務費等　　　 　　　　　　5,542千円
　・賃金、報償費、旅費等

356,401
（84,153）

新規就農総合対策事業
費

要求と査定過程

拡充

拡充

22,788
（22,788）

農業経営基盤強化促進
事業費

農業振興部

農地・担い手対
策課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

66,508
（55,465）

要
求

70,431
（59,388）

総
務
部
長

財
政
課
長

340,044
（340,044)

要
求

344,599
(344,599)

総
務
部
長

[保留]
[19,824]

[(19,824)]

財
政
課
長

[保留]
[19,824]

[(19,824)]

要
求

20,466
（20,466)

　過去の実績を踏まえ、所要額を精査しました。
　また、新規就農総合対策事業で要求のあった、就農サ
ポートハウスについて、新たに補助対象とすることとしま
した。

　要求のあった既設ハウスの省エネ対策について、中古ハ
ウスの活用とは趣旨が異なるため、引き続きレンタルハウ
ス整備事業において対応することとしました。

農業振興部

産地・流通支援
課

新規 園芸用ハウス活用促進
事業費補助金

　既設のハウスを集約化又は新たな担い手が利用する
場合、ハウス改良費の一部を支援し、生産性の向上と
既設ハウスの流動化の促進を図る。
　
　園芸用ハウス活用促進事業費補助金　19,824千円
　・補助先：市町村
　・補助率1/4以内（市町村補助率と同率）
　・補助対象：既存ハウスの改良に要する経費

19,824
（19,824)

農業振興部

産地・流通支援
課

66,508
（55,465）

農業振興部

環境農業推進課

399,570
（399,570)

340,044
（340,044)

　施設の増設や高度化による経営改善を目指す農業者
の育成と新規就農者等の確保を行うため、レンタルハ
ウスの整備を支援し、園芸産地の維持、強化を図る。
　また、新たに新規就農者の営農定着を図るための就
農サポートハウスの整備を行う。

　レンタルハウス整備事業費補助金　339,867千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/3～2/5以内
　・補助対象：園芸用ハウス、暖房・潅水施設等
　　　　　　　サポートハウス整備費

　その他事務費　　177千円
　・旅費、需用費、役務費

拡充 レンタルハウス整備事
業費

拡充 先進的技術を導入した
「こうち新施設園芸シ
ステム」開発事業費

34,444
（20,210）

　事業費の精査を行いました。　農業技術センターにおいて、化石エネルギーの使用
量削減とそれに代わる新エネルギーの利用方法や、施
設内環境制御など、高収益に繋がる新施設園芸システ
ムに関する研究を実施する。

　高軒高ハウス建設工事請負費　38,775千円
　（高軒高ハウス４棟）
　・契約方法：指名競争入札
　
　研究費等　　　　　　　　　　27,733千円
　　(高軒高ハウスを利用した環境制御による多収
　　生産技術等)
  ・需用費、備品購入費等
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

19,465
(19,465)

財
政
課
長

10,410
(10,410)

要
求

35,403
（35,403)

総
務
部
長

35,142
(34,923)

財
政
課
長

33,657
(33,438)

要
求

39,649
(39,430)

拡充

農業振興部

産地・流通支援
課

　品目ごとの課題解決のための新たな取組みについて、当
初補助事業として要求がありましたが、実施範囲を精査す
るとともに、グループでの実証等を行うことで対応するこ
ととしました。

19,465
(19,465)

　「学び教えあう場」の取組みに加え、先進的かつ高
度な栽培技術や新品目も取り入れ、競争力のある園芸
産地づくりを進める。

　その他事務費　　　　　　　　　　19,465千円
　・「学び教えあう場」の活動に要する経費（報償
　　費、旅費等）
　・栽培技術等のグループ実証に係る経費（備品購入
　　費、需用費）

　
　
　
　

新需要開拓マーケティ
ング事業費

拡充 まとまりのある園芸産
地活性化事業費

12,393
(12,393)

　展示商談会の出展者に対する補助について、事業の必要
性・妥当性を検討した結果、予算計上を見送ることとしま
した。
　また、事務費等の精査を行いました。

農業振興部

産地・流通支援
課

　青果物等の流通・販売・消費行動の変化等に的確に
対応するため、流通関係者とのパートナーシップの構
築や首都圏等での高知フェアの効果的な展開など、産
地と実需者の関係を強化し、県産園芸品の有利販売を
支援する。

　展示商談会開催委託料　　　　　　　3,485千円
　・委託先：(社)日本野菜ソムリエ協会

　青果物ブラッシュアップ委託料　　　　600千円
　・委託先：(社)日本野菜ソムリエ協会

　新需要開拓マーケティング協議会負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,818千円
　・負担先：新需要開拓マーケティング協議会
　・負担率：１/２以内

　特産野菜等コラボレーション事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：１/２以内
　・補助対象：地域の一次産品や観光資源等を
　　　　　　　ツールとしてストーリー性を持
　　　　　　　たせた販売促進に要する経費

　その他事務費等　　　　　　　　　　20,239千円
　・旅費、需用費、役務費等

35,142
(34,923)

38,549
(38,330)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[99,996]

[(99,996)]

財
政
課
長

96,896
(96,896)

要
求

115,591
(115,591)

総
務
部
長

財
政
課
長

21,858
(185)

要
求

19,737
(19,737)

総
務
部
長

[保留]
[6,222]

[(6,222)]

財
政
課
長

2,222
(2,222)

要
求

7,533
(7,533)

新規 土佐茶産地育成事業費 21,858
(185)

　茶産地の維持のため、茶の生産・指導体制の確立及
び販路・消費拡大に取り組む。

　重点分野雇用創造土佐茶産地育成事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　21,673千円
　・委託先：ＪＡコスモス、ＪＡ津野山
　・委託方法：随意契約

　事務費　　　　　　　　　　　　　　185千円
　・旅費

　要求のあった加工品の試作開発等への補助について、調
整の結果、他の補助金で対応することとしました。

農業振興部

地域農業推進課

　要求では集落営農組織の法人化推進のため、県単独での
新たな支援メニューを設けることとしていましたが、対象
となる国の補助制度を最大限活用できるよう、国の補助事
業等への加算により対応することとしました。

農業振興部

地域農業推進課

　補助事業で要求のあった生産性・品質向上のための支援
について、緊急雇用創出臨時特例基金を活用して実施する
こととしました。

2,222
(2,222)

　農産加工やグリーン・ツーリズムなど地域資源の活
用に意欲的に取り組む農業者を支援し、地域農業の活
性化を図る。

　その他事務費
　・報償費、旅費等

新規 農業振興部

地域農業推進課

131,285
（131,285)

99,996
(99,996)

　集落営農組織やこうち型集落営農組織を育成・支援
し、地域農業の維持・活性化及び拠点ビジネスへの発
展を図る。

　集落営農・拠点ビジネス支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　94,011千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2以内～3/5以内
　　　（法人化推進加算1/10以内)
  ・補助対象：農業機械・施設、農産加工機械・
　　　　　　　施設、農村交流施設　等

　その他事務費等　　　　　　   　　5,985千円
　・報償費、旅費、需用費等

拡充 集落営農・拠点ビジネ
ス支援事業費

地域資源付加価値向上
事業費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

10,560
(10,560)

要
求

10,795
(10,795)

　事業費の精査を行いました。農業振興部

地域農業推進課

9,871
（9,871)

10,560
（10,560)

　農村地域を活性化するため、意欲のあるグループや
団体の代表者を対象に、互いに学び合い、高めあうた
めのセミナーを実施し、自らが企画・提案（創造）
し、行動できる人材を育成する。

　農業創造セミナー開催等委託料　5,496千円
　・委託先：未定
　・委託方法：指名競争入札
　・委託内容：セミナー開催運営等

　その他事務費等　　　　　　　　5,064千円
　・報償費、旅費、需用費等

農業創造人材育成事業
費
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

21,000
(21,000)

財
政
課
長

21,000
(21,000)

要
求

21,000
(21,000)

総
務
部
長

財
政
課
長

1,154,600
(0)

債務負担行為
626,500

(626,500)

要
求

1,850,760
(656,000)

新規

拡充 森林整備
加速化・
林業再生
基金

木材加工流通施設整備
事業費補助金等

森林資源再生支援事業
費補助金

要求と査定過程

　補助対象となる事業費の精査を行うとともに、整備事業
の工期等を踏まえて(2)企業立地促進事業費補助金について
は債務負担対応としました。

　基金を活用し、大型製材工場整備事業への支援を実
施する。

　木材加工流通施設整備事業費補助金
　（うち木材加工流通施設等整備） 1,154,600千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：事業費の1/2以内
　・補助対象：木材加工流通施設整備等

　企業立地促進事業費補助金【債務負担】
　　　　　　 　　　　　　 　　　 　626,500千円
　・補助先：高知おおとよ製材
　・補助率：4.5/10以内、7/10以内
　・補助対象：木材加工流通施設整備

林業振興・環境
部

木材産業課

林業振興・環境
部

林業改革課

　森林資源を再生させることにより、森林の公益的機
能を高めるとともに、質的充実を図っていくため、伐
採跡地の再造林や附帯する施設等整備（シカ被害対
策）を推進する。

　森林資源再生支援事業費補助金　32,200千円
  ・補助先：造林事業（公共）の申請者
　・補助率：県が定める標準経費の90/100
　　 　　　 から造林事業の補助金額を控除した額
　・補助対象：造林事業の再造林で採択された
　　 　　　　 もの及び附帯施設等整備で採択
　　 　　　　 されたシカ被害防護ネット

　補助対象とする経費を精査しました。32,200
(32,200)

1,154,600
(0)

債務負担行為
626,500

（626,500)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

6,988
(6,988)

財
政
課
長

6,988
(6,988)

要
求

8,338
(8,338)

総
務
部
長

20,000
(20,000)

財
政
課
長

20,000
(20,000)

要
求

120,000
(120,000)

6,988
（6,988)

林業振興・環境
部

木材産業課

　補助対象とする事業の精査を行いました。

　補助対象とする事業の精査を行いました。林業振興・環境
部

新エネルギー推
進課

20,000
(20,000)

　メガソーラ-の導入を促進することにより、設備の
設置や維持管理業務を誘発し、新たな雇用や県内経済
の活性化につなげる。

　新エネルギー導入促進事業費補助金　20,000千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2以内（上限20,000千円）
　・補助対象：発電事業者が電力会社の送電網へ
　　　　　　　接続するために要する経費

　大型製材工場の原木確保のため、皆伐のための作業
道整備などへの支援を実施し、原木の増産体制を整備
する。

　製材用原木増産事業費補助金　　　　6,988千円
　・補助先：市町村、森林組合連合会、
　　　　　　素材生産業共同組合、協定締結者、
　　　　　　県内原木市場等
　・補助率：定額（協定原木採材研修は1/2以内）
　・補助対象：作業道開設、協定原木採材研修

新規

新エネルギー導入促進
事業費補助金

製材用原木増産事業費
補助金

新規
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

195,700
(97,850)

要
求

209,620
(104,810)

継続 社会資本
整備総合
交付金

こうちの木の住まいづ
くり助成事業費補助金

209,980
(104,990)

195,700
(97,850)

　高知県産材を使用した木造住宅の建設促進に加え、
長期優良住宅建設基準に適合した木造住宅に対し、助
成を行う。

　こうちの木の住まいづくり助成事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　195,700千円
　・補助先：住宅取得者、住宅所有者
　・補助率：13,500円/立法メートル（構造材等）
　　　　　　2,000円/平方メートル（内装材）
　　　　　　200千円/棟（団地加算）、
　　　　　　300千円/棟（長期優良加算）
　　　　　　※最大1,000千円（加算を加えると
　　　　　　　最大1,500千円）
　・補助対象：県産乾燥材を活用した住宅の新築、
　　　　　　　増築、リフォームに係る経費

林業振興・環境
部

木材産業課

　平成23年度の執行見込みを踏まえて、金額の精査を行い
ました。
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

50,000
(50,000)

財
政
課
長

[保留]
[50,000]

[(50,000)]

要
求

50,000
(50,000)

総
務
部
長

4,268
(4,268)

財
政
課
長

[保留]
[4,268]

[(4,268)]

要
求

4,277
(4,277)

総
務
部
長

5,555
(5,555)

財
政
課
長

[保留]
[5,555]

[(5,555)]

要
求

5,555
(5,555)

新規

要求と査定過程

水産振興部

漁港漁場課

　水産物の地産外商を戦略的に推進するため、産地市
場の買受人の組織化と主体的な活動を支援するととも
に、時間距離の短縮による新たな物流の構築を支援す
る。

　物流システム構築支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　3,392千円
　・補助先　漁協または買受人協議会
　・補助率　1/2以内
　・補助対象事業
　　　チャーター便の試験運行
　　　試験運行結果把握、市場評価調査

　その他事務費　876千円
  ・報償費、旅費、使用料等

水産振興部

合併・流通支援
課

50,000
(50,000)

水産物地産外商支援事
業費

水産振興部

合併・流通支援
課

 防災拠点漁港において耐震強化岸壁等の整備を行う
ため、平成25年度の国補助事業の導入に向け、概略設
計や計画書等を作成する。

　防災拠点漁港事業計画策定調査費　5,555千円

5,555
(5,555)

防災拠点漁港事業計画
策定調査費

　要求どおり。

　要求どおり。

　片島市場を統合し、宿毛湾地域の産地市場統合を完
了させるため、すくも湾中央市場（田ノ浦）への統合
のための新たな施設整備を支援する。

　産地市場統合推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　50,000千円
　・補助先：宿毛市
　・実施主体：すくも湾漁協
　・補助率：1/2以内（上限50,000千円）

　補助対象とする事業の精査を行いました。4,268
(4,268)

産地市場統合推進事業
費補助金

新規

新規
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

1,484
（1,484)

要
求

1,484
（1,484)

総
務
部
長

財
政
課
長

78,540
（55,928)

要
求

80,000
（56,968)

総
務
部
長

10,000
（3,000)

財
政
課
長

10,000
（3,000)

要
求

10,000
（3,000)

要求と査定過程

新規 建設業事業継続計画策
定推進事業費

1,484
（1,484)

　建設業者の事業継続計画（「建設業ＢＣＰ）」）の
策定を県内に広く普及し、地域の災害対応力の強化を
図るため、新たな認定制度を創設する。
　
　建設業事業継続計画認定業務委託料　1,484千円
　・委託内容：高知県建設業ＢＣＰ等審査会（仮称）
　　　　　　　の運営に関する業務など
　・委託先：（社）高知県技術公社
　・契約方法：随意契約

土木部

土木企画課

　要求どおり。

新規 ダム耐震性能照査事業
費

78,540
（55,928)

　永瀬ダム及び鏡ダムの耐震性能照査を実施する。

　ダム耐震性能照査委託料　　78,540千円
　・委託内容：ダムの耐震性能照査
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

土木部

河川課

　事業費の精査を行いました。

道の駅防災拠点化検討
事業費

10,000
（3,000)

　道の駅が果たす大規模地震発生時の役割や防災拠点
化の必要性を調査し、必要性の高い道の駅について、
モデル的に防災拠点化の整備計画検討を行う。

　道の駅防災拠点化検討事業委託料　　10,000千円
　・委託内容：道の駅の防災拠点化の検討等
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札

土木部

道路課

　要求どおり。新規
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

245,000
(245,000)

財
政
課
長

[保留]
[235,000]

[(235,000)]

要
求

240,000
(240,000）

総
務
部
長

7,285
（7,285）

財
政
課
長

1,608
(1,608）

要
求

14,141
（14,141）

拡充 住宅耐震化促進助成事
業費補助金

97,900
(97,900)

245,000
(245,000)

　南海地震に備え、既存住宅の耐震診断や耐震改修設
計、耐震改修に対する助成等を行うことで安全な住宅
ストックの形成を図る。また、緊急輸送道路、避難路
沿道の危険なブロック塀等の耐震対策を促進する。

　住宅耐震化促進事業費補助金   245,000千円
　・耐震診断（15,000千円）
    補助先：市町村   補助率：1/4
　　補助限度：7.5千円/戸
　・耐震改修設計（40,000千円）
　　補助先：市町村　補助率：1/4
　　補助限度：50千円/戸
  ・耐震改修（180,000千円）
　  補助先：市町村　補助率：1/4
　  補助限度：225千円/戸
　・コンクリートブロック塀耐震対策
　　（10,000千円）
　  補助先：市町村　補助率：1/4
　  補助限度：50千円/戸

土木部

住宅課

　事業費の精査を行いました。

新規 高知新港振興プラン策
定事業費

7,285
(7,285)

　高知新港の利活用や競争力向上のための方策を検討
するための情報収集、整理を行うとともに、検討会を
開催し同港の振興プランの作成を行う。

　高知新港振興プラン策定事業委託料　4,906千円
　・委託先：
　・契約方法：
　
　その他事務費　2,379千円
　・報償費、需用費、役務費等

土木部

港湾振興課

　事業費の精査を行いました。
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

143,696
(143,696)

要
求

180,696
(180,696)

総
務
部
長

財
政
課
長

4,298,173
債務負担行為

495,548

要
求

4,298,173
債務負担行為

495,548

総
務
部
長

[保留]
[379,002]

[(379,002)]

財
政
課
長

[保留]
[379,002]

[(379,002)]

要
求

602,405
(602,405)

4,298,173

債務負担行為
495,548

　前年度の実績や24年度の要望状況を踏まえ、金額を精査
しました。

　南海地震に備え、市町村が実施する公立小中学校施
設の耐震診断及び耐震補強等工事に要する経費の一部
を支援する。

　公立学校施設耐震診断支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　 33,272千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/3以内

　公立小中学校耐震化促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　245,666千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/6以内

教育委員会

教育政策課

要求と査定過程

　予算額は要求どおり。
　なお、財源については有利な起債制度（緊急防災・減債
事業債）を活用することとしました。

　教育振興基本計画を効果的に推進するため、市町村
教育委員会等が主体的に取り組む教育課題の解決のた
めの施策を支援し、県全体の教育振興を図る。

　地域教育振興支援事業費補助金　143,000千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/2以内

　その他事務費　　　　　　　　　　　696千円
　・旅費、需用費等

　南海地震に備え、県立学校施設の耐震化を推進する
とともに、県立学校３校に避難用の外付け階段等を整
備する。

　設計調査等委託料　　　　　　  155,736千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札
　
　施設整備工事請負費　　　　　4,126,145千円
　・契約先：未定
　・契約方法：競争入札

　その他事務費　                 16,292千円
　・使用料賃借料等

　【債務負担行為】495,548千円

教育委員会

総務福利課

教育委員会

総務福利課

278,938
(278,938)

425,754
(425,754)

　補助先である市町村等が国の平成23年度第3次補正を活用
し前倒し実施するため、県補助金についても平成23年度2月
補正で一部対応しました。

143,696
(143,696)

公立学校耐震化促進事
業費

施設整備費（南海地震
に備える施設整備費）

拡充 県有建築
物南海地
震対策基
金

2,205,714

拡充 教育版「地域アクショ
ンプラン」推進事業費

125,696
(125,696)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

16,333
(16,333)

財
政
課
長

要
求

16,333
(16,333)

総
務
部
長

10,050
(3,350)

財
政
課
長

要
求

10,050
(3,350)

総
務
部
長

[保留]
[46,378]

[(46,378)]

財
政
課
長

[保留]
[46,378]

[(46,378)]

要
求

47,398
(47,398)

教育委員会

幼保支援課

16,333
(16,333)

　南海地震に備え、保育所・幼稚園等が実施する窓ガ
ラス飛散防止フィルムの施工や乳幼児の避難車の購入
に要する経費の一部を支援する。

　保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　 16,333千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：飛散防止フィルム1/3以内
　　　　　　避難車1/2以内

保育所・幼稚園等安全
確保対策事業費補助金

新規

地域型保育・子育て支
援モデル事業費補助金

　高知市の中学校において、授業と関連した予習・復
習のためのプリント学習、学習の定着状況を把握する
ための単元テストを行うことにより、学習習慣の定着
及び学校の学力向上に向けたＰＤＣＡサイクルの確立
を図り、全国平均の学力を目指す。

　中学校学力向上支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　 46,378千円
　・補助先：高知市
　・補助率：1/2以内

中学校学力向上支援事
業費

10,050
(3,350)

　住民の多様なニーズに対応するため、既存施設の活
用等による小規模な保育事業とともに、放課後児童ク
ラブや一時預かり事業等を組み合わせた小規模・多機
能な保育事業を支援し、人口減少地域での保育サービ
スの充実を図る。

　地域型保育・子育て支援モデル事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　 10,050千円
　・補助先：市町村
　・補助率：3/4以内（基金1/2、県1/4）
　・補助対象：小規模保育事業等の実施に要する経費

教育委員会

幼保支援課

新規 安心こど
も基金

新規 46,378
(46,378)

　南海地震に備え、当初要求では園児、児童生徒等を対象
にした安全確保対策のための補助金でしたが、総務部長査
定の段階で特にニーズの高い園児（保育所、幼稚園）に限
定した補助金に変更しました。なお、児童生徒に対する支
援については既存補助金で対応することとしました。

　国の平成23年度第4次補正を受けて新規要求があり、要求
どおりとなりました。

　補助先である高知市との調整を踏まえて予算額を精査し
ました。

教育委員会

小中学校課
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[19,439]

[(19,439)]

財
政
課
長

[保留]
[19,439]

[(19,439)]

要
求

20,306
(20,306)

総
務
部
長

[保留]
[79,000]

[(79,000)]

財
政
課
長

[保留]
[0]

[(0)]

要
求

135,000
(135,000)

総
務
部
長

財
政
課
長

5,919
(5,919)

要
求

8,377
(8,377)

中学生用キャリア教育
副読本作成事業費

学校図書館読書環境整
備費補助金

5,919
(5,919)

　郷土出身の著名人や高知県が誇る産業、自然等の学
習を通じて、郷土を愛する態度を育てるとともに自ら
の生き方について学習し、心身ともに健やかで夢と希
望にあふれた土佐人を育てる。

　中学生用キャリア教育副読本作成委託料
 　　　　　　　　　　　　　　　　5,880千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

　その他事務費　　　　　　　　 　　 39千円
　・旅費等

79,000
(79,000)

教育委員会

小中学校課

　委託料について見積もりを踏まえ精査しました。

教育委員会

小中学校課

19,439
(19,439)

高知県学力定着状況調
査実施事業費

　委託料の単価について精査しました。

　財政課長査定では、図書館支援員の有効性の確認や配置
人数の調整中でしたが、総務部長査定の段階で配置人数等
の調整がつき予算化することとなりました。

　公立学校における学校図書館の環境について、学校
図書館支援員の配置及び空調を整備することにより、
読書環境の充実や思考力・判断力・表現力の向上を図
る。

　学校図書館読書環境整備費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　  79,000千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：学校図書館支援員の人件費
　　　　　　　空調設備の設置に要する経費

教育委員会

小中学校課

新規

新規

新規

　本県の学力課題である小学校中学年からの二極化、
中１ギャップによる学力の低下に対応するため、児童
生徒（小5・中2）の学力の定着状況を把握し、指導方
法の改善に生かすとともに、学力向上対策のための検
証改善サイクルの確立に活用する。

　学力状況調査集計等委託料　　　14,280千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札

　その他事務費　　　　　　　　　 5,159千円
　・旅費、需用費等
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

［保留］
[411,287]

[(263,147)]

財
政
課
長

［保留］
[411,287]

[(263,147)]

要
求

412,346
(264,202)

総
務
部
長

［保留］
［20,400］

［(20,400)］

財
政
課
長

0
(0)

要
求

40,800
(40,800)

総
務
部
長

258,786
(28,977)

財
政
課
長

［保留］
［259,512］
［(29,534)］

要
求

269,619
(99,863)

新規

要求と査定過程

　23年度と同じ事業内容（補助率は定額）で予算要求があ
りましたが、中核市である高知市への支援のあり方につい
て検討した結果、補助率及び補助対象先を見直すこととし
ました。

新図書館等の整備に向けた実施設計等を行う。

　実施設計等委託料　　221,647千円
　・委託先：設計業者等
　・委託方法：随意契約
　・委託内容：新図書館等複合施設等実施設計
　　　　　　　こども科学館展示実施設計
　　　　　　　電波障害調査

　新図書館情報システム等基本設計委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　25,200千円
　・委託先：未定
　・委託方法：競争入札
　・委託内容：新図書館情報システム等の基本設計

　事務費等　　11,939千円
　・賃金、報償費、旅費等

258,786
(28,977)

新図書館等整備事業費

教育委員会

生涯学習課

　放課後子どもプラン推進事業費補助金のうち、放課後学
びの場充実事業分について補助率を見直す検討を行いまし
たが、最終的には要求どおりとしました。
　また、国の補助基準額の改正を考慮し、増額計上するこ
ととしました。

  放課後における子どもたちの居場所づくりを推進す
るため、放課後児童クラブと放課後子ども教室の運営
を支援するとともに、学習活動の充実のための助成等
を行う。

　放課後子どもプラン推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　369,732千円
　・補助先：市町村（中核市除く）
　・補助率：国1/3以内、県1/3以内　等

　その他事務費等　　46,400千円
　・委託料、旅費　等

416,132
(265,570)

　費用負担割合を高知市と調整のうえ事業費を精査すると
ともに、実施設計委託料には県債を充当することとしまし
た。
　また、要求では、現在県立図書館で使用している図書館
情報システムから新図書館情報システムへの情報移行に備
えた現行システムの改修費用が計上されていましたが、事
業実施時期の見直しを行うこととしました。

教育委員会

新図書館整備課

　高知市が設置する放課後子ども教室等の学習支援の
ため、必要な経費を助成する。

　放課後学習支援事業費補助金　　6,400千円
　・補助先：高知市
　・補助率：1/2

拡充

6,400
(6,400)

教育委員会

生涯学習課

放課後学習支援事業費

放課後子どもプラン推
進事業費

45,900
(0)

※放課後子ど
もプラン学習
環境づくり支

援事業費

399,968
(252,194)
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平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

14,856
(6,695)

要
求

14,906
(6,575)

総
務
部
長

財
政
課
長

20,000
(20,000)

要
求

50,000
(50,000)

　大会の開催に必要な経費について精査しました。教育委員会

スポーツ健康教
育課

20,000
(20,000)

　県民のスポーツや健康への関心を高め、地域活性化
や日本一の健康長寿県づくりにつなげるため、高知龍
馬マラソン大会に必要な経費を助成する。

　高知龍馬マラソン開催費補助金　20,000千円
　・補助先：高知龍馬マラソン実行委員会
　・補助率：定額
　・補助内容：高知龍馬マラソンの開催に必要な経費

新規 高知龍馬マラソン開催
費補助金

拡充 教育委員会

スポーツ健康教
育課

防災教育推進事業費 1,282
(1,282)

　国の予算状況を踏まえ、事業費を精査しました。14,856
(6,695)

　南海地震に備えるため、児童生徒の防災対応力の向
上と学校の危機管理力及び防災力の向上を図ることを
目的とした防災教育を推進する。

　安全教育プログラム作成委託料　2,442千円
　・委託先：未定
　・委託方法：競争入札

　実践的防災教育推進事業委託料　4,150千円
　・委託先：市町村
　・委託方法：随意契約

　防災キャンプ推進事業委託料　2,600千円
　・委託先：市町村
　・委託方法：随意契約

　事務費等　　　5,664千円
　・報償費、旅費等

44 / 45 ページ



平成２４年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H23予算額

（一般財源）
H24予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

拡充
総
務
部
長

財
政
課
長

901,191
(185,725)

要
求

904,694
(223,228)

総
務
部
長

財
政
課
長

20,048
(20,048)

要
求

21,124
(21,124)

南海地震対策費

警察署再編整備費

新規

要求と査定過程

　備えるべき資機材のスペック、量はそのままに、金額を
精査しました。

　震災時、震災後に必要となる装備資機材等の充実強
化を図る。

　・救助活動用FRPボート購入費(20艇) 13,888千円
　・救助活動用備蓄品等購入費(5年計画)6,160千円

公安委員会

公安委員会　警察業務の円滑な推進のため、警察署再編計画に基
づき施設整備を行う。

　高知東署(仮称)建設事業
　・新築工事請負費　836,032千円
  ・新築工事監理委託料　8,307千円
　
　新南国署(仮称)建設事業
　・設計等委託料　56,852千円

　高知東署(仮称)自走式車庫設計委託については、南海地
震対策における機動力確保策としての予算要求でしたが、
全庁的な課題として南海地震対策再検討PTで、その在り方
を検討することとしました。

29,304
(19,636)

901,191
(185,725)

20,048
(20,048)
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